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① 分譲状況タイプ A（＝竣工よりも後に分譲開始） 

大手デベロッパー（JV 含む）が売主である

新築マンションの場合、分譲進捗率は 1990

年代～2000 年代の前半には概ね 90％以

上を示していたのに対して、直近にかけて

は徐々に水準を下げてきており、2020 年代

の前半においてはいずれの戸数規模でも

50％を割り込んでいる。一方、大手デベロ

ッパー以外の場合はサンプル数の少なさ

から一部ではやや水準を下げるケースも見

られるが、対象期間を通じて 80％以上の高

い水準を維持している。分譲期間でも売主

による違いがはっきりと表れており、大手デ

ベロッパーが手掛ける物件では 200 日～

300 日になることも珍しくなくなっているのに

対して、大手デベロッパー以外の場合では

早ければ数日以内、長くても概ね数ヵ月以

内に収まっている様子が確認できる。 

 

② 分譲状況タイプ B（＝竣工以前に分譲開始＆最終分譲） 

大手デベロッパーが売主である新築マンシ

ョンにおける分譲進捗率は戸数規模に関

係なく低下傾向を示しているが、「50 戸未

満」と「50戸～99戸」に関しては直近におい

ても 50％以上の水準を維持し続けている。

一方、大手デベロッパー以外の場合では

低下傾向も緩やかで、直近においても竣工

時完売した物件では第 1 期で 80％前後の

住戸が分譲されている様子がわかる。分

譲期間を見てみると、大手デベロッパーが

手掛ける物件では戸数規模に応じて長期

化の度合いも大きくなっているようで、「100

戸以上」に至っては既に 300 日を超え始め

ている。大手デベロッパー以外の場合でも

程度の差はあるものの分譲期間の長期化

が認められる。ただし、同じ戸数規模で見

ても大手デベロッパーより総じて少ない日

数となっている。 

東京カンテイ、売主や分譲状況タイプ別に新築マンションの分譲進捗率や分譲期間を分析 

近畿圏では“竣工後も分譲継続”の竣工時進捗率が 70％前後に収斂 

準大手や在阪の電鉄系デベが手掛ける「100 戸以上」の大規模物件でも分譲期間が長期化 
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売主の違いよりも戸数規模による

違いの方が分譲進捗率や分譲期間

で明確な特徴が表れている。竣工し

た後も分譲継続する販売スタイルに

おいては第 1 期の分譲進捗率が非

常に高い水準を示すことはなく、直

近にかけては売主に関係なく緩や

かに水準を下げてきている。一方、

分譲進捗率（竣工時）に関しては対

照的な動きが見られる。1990 年代

には売主を問わず 50％～60％程度

であった進捗率が、直近においては

70％前後まで水準が高まってきて

いる。90 年バブルの崩壊から 2000

年代の大量供給期にかけては持久

戦的な販売を余儀なくされていたわ

けだが、昨今では供給側の思惑か

らこのような販売スタイルを自主的

かつ計画的に採用する動きが強ま

っている。他の都市圏においても同

様の傾向が示されていることから、

現時点における持久戦的な販売で

は各デベロッパーが一様に「竣工時

の分譲進捗率＝70％」を一つの目

安にしている可能性が高い。 

また、分譲期間の平均日数（分譲開

始→最終分譲）を見てみると、直近

にかけて長期化している点は大手

デベロッパー・大手デベロッパー以

外とも変わっておらず、「100 戸以

上」に至っては 2 年近い日数を要す

るようになってきている。大手デベロ

ッパー以外の「100 戸以上」におい

ては竣工後の分譲期間が 500 日を

超えてきているが、これらは準大手

や在阪の電鉄系デベロッパーなど

比較的資金力がある売主によって

手掛けられた物件で、その多くは竣

工までの分譲期間を大幅に上回っ

て分譲開始→最終分譲までの日数

は 1000 日をも超えている。 

③ 分譲状況タイプ C（＝竣工以前に分譲開始＆竣工より後も分譲継続） 


